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図 ２.１ 開発リードタイムの短縮化の状況 















機器に至っては 10 年前と比較して半分以下になっている。 
 
図 ２.２ 製品ライフサイクルの短縮化の状況 







































ソコンであるが、その源流は IBM PC にさかのぼることが出来る。メインフレーム中心の












































































産業規模であり、製造業全体の約 2 割を占めている。輸送用機械が約 50 兆円、食料品が約






























製造業 化学 電気機械 情報通信機械 輸送用機械 
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図 ２.６ 国内外エレクトロニクスメーカの売上高営業利益率（2007年度連結ベース） 
（出所）永井知美，『韓国ライバルを追う②』，「TBR 産業経済の論点」，東レ経済研究所




































































































































２.４  海外メーカとの比較にみる経営戦略 
a) フルセット型と専業型 
 1990 年代初頭までは、NIES（Newly Industrializing Economies Economies；新興工業
経済地域群）の一つであった韓国の企業が急速に成長した。その代表格がサムスンである。 
サムスンの躍進のきっかけとなったのが 1997 年の IMF 危機であるといわれている。こ
の際、「選択と集中」を進め、その中でもサムスン電子の「ワールドベスト戦略」によって、
































































































民生用電気 ○ ○ ○   ○ ○ ○  ○       
民生用電子 ○ ○ ○  ○ ○ ○ ○   ○      
産業用電子                 
情報機器(PC等) ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○  ○     ○ 
通信機器(携帯電話等) ○ ○  ○ ○ ○ ○ ○    ○ ○ ○   
電子部品・デバイス                 
半導体 ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○   ○   ○  
ディスプレイ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○ ○        
重電 ○ ○ ○       ○       








 GE は、事業改革によって 42 の事業分野から 3 つの事業群に集中させた。また、IBM は
コンピュータのハードウェア事業からソフトウェア、サービス事業へのシフトによるソリ
ューション化を進めた。そして、インテルは MPU 事業への集中のために DRAM 事業から
                                                   
1 松下電器はパナソニックに 2008 年に社名変更した。 































図 ２.１０ 日本のエレクトロニクスメーカの事業ドメイン 


















２.５  売上高研究開発費率の伸びと研究開発効率の低下 



















韓国メーカに追い越されてしまった。1980 年代に優位を保った DRAM は、韓国メーカの
巨大資本と集中戦略によって、日本のメーカは市場から引き摺り下ろされ、ほとんどのメ
ーカが DRAM からの撤退を余儀なくされてしまった。そして、日本で唯一の DRAM メー
カとして孤軍奮闘していた、エルピーダ・メモリも 2012年 2月に会社更生法適用を申請し、
米国マイクロン・テクノロジーによって買収された。日本の半導体メーカは主にプロセス・
イノベーションによって成功を収めてきたが、インテルの MPU（micro processing unit）







図 ２.１１ 我が国の研究開発効率の低下 
（出所）経済産業省, 産業構造審議会 産業技術分科会 基本問題小委員会 第 2 回資料 4，

























A&D などによって調達し、1993 年から 1999 年までの間に 35 件の A&D を実施すること

























表 ２.２ 2つのイノベーションの比較 
 
（出所）水上貴史，『オープン・イノベーションで変わる知的財産戦略』，「新規産業レポー


























３.１  外部リソースを利用した研究開発とオープン・イノベーション 
３.１.１ 研究開発における外部資源の獲得 






図 ３.１ 技術獲得の決定に影響を及ぼしている要因 
（出所）David Ford，“Develop Your Technology Strategy”，Long Range Planning Vol.21，







表 ３.１ 外部資源を利用した研究開発の分類 
1.系列 系列企業内での R&Dの分業 
コンソー
シアム 






























た R&Dの類型化とコスト・ベネフィット分析－」，研究・技術計画学会第 16 回年次学術大





























































































図 ３.４ 成長の 5段階モデル 
（出所）Larry E.Greiner、「Evolution and Revolution as Organization Grow」,「Harverd 
















































図 ３.５ ベンチャー企業の成長プロセス 














図 ３.６ 下請企業の成長プロセス 
（出所）U.LEHTINEN，「Changing Subcontracting」、University of Oulu（2001） 
 















































































































































４.２  iPodの開発における外部リソースの取り込み 
iPod は、2001 年に市場に投入され、現在、ポータブルミュージックプレーヤ市場で圧倒
的なシェアを獲得している。iPod 登場以前は、1990 年代終盤に MP3 プレーヤが登場し、



















表 ４.１ iPod開発における外部調達の一例 
コンポーネント サプライヤ 
チップセット Portable Player 
ファームウェア Pixo 
液晶パネル オプトレックス 
1.8 インチ HDD 東芝 
製造 Inventec Appliance 









b) デジタルミュージックプレイヤー分野における iPod の優位性 
デジタル音楽を簡便に楽しむための枠組みを創出することが目的であり、ユーザとの接
点となる iTunes や iPod のユーザインタフェースは自社で開発した。そして、目的実現の
ための土台となるハードウェアやファームウェアは積極的に外部調達を進めた。 
 ユーザは、ソフトウェアやハードウェアを通して、利用できるサービスに価値を求める。












上、PC からプレイヤーへの音楽データ転送が高速ではなかった（既に USB インタフェー
スは一般的になっていたものの、当時の USB1.1 の転送速度は遅く、USB2.0 対応の PC 出
揃ってきた 2003 年発売の第 3 世代以降である）。 
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一方、iPod は大量の音楽データをユーザ自身のミュージックライブラリとして PC を上
に構築することを可能にし、さらに、ライブラリから iPod にデータ転送することを容易に
した iTunes、転送された大量の音楽データを iPod 上で簡単に検索し、再生できるためのホ
イール操作という競合製品にはない特徴をもってユーザに受け入れられた。つまり、これ
らの特徴が iPod の競争優位性であった。 
 
図 ４.１ iPodのシステム階層構造 
（出所）筆者作成 
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４.３  iモードの開発における外部リソースの取り込み 












a) i モードが採用したデファクト・スタンダード 
 携帯端末上のコンテンツ記述言語として、cHTML と WML の選択肢があった。 
WML は、スウェーデンのエリクソン社、米国のモトローラ社、Unwired Planet 社とフィ








の担当 SE は、i モードサービスを構築する上で、ブラックボックスがあるのを避けたいこ
とやトラブル対応の不安から拒否したという。携帯電話機の限られたハードウェアリソー
スを使い尽くすには、ブラックボックスを出来る限り少なくする必要があったと考える。 







                                                   
3 「画面上で小さなブラウザが動いた」，『i モードと呼ばれる前』，日経エレクトロニクス 






















図 ４.２ iモードのシステム階層構造 
（出所）筆者作成 
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４.４  組み込み Linuxを利用した機器における外部リソースの採用 
 




表 ４.２ 組み込み Linuxが採用されている製品の例 
 







 従来は、搭載する CPU のメーカや開発パートナーが提供する OSや開発ツールを利用し
ていたが、組み込み Linux がサポートする CPU を増やしていき、メジャーな CPU に対応
していくと同時に GNU に代表されるツール類が自由に利用できる環境ができてくると、
Linux の採用も増えてきた。 












である James Bottomley は、2009 年の Japan Linux Symposium において、「Unique 
Innovation」、「Delivery Support for the Innovation」、「Commodity Platform」と類型し





図 ４.３ OSS開発における経済的価値の階層 

































この Delivery Support for the Innovation の領域に、オープンソースソフトウエアを適
用するとコストが利用者間で分散されたとのと同等になり、Commodity Platform 同様、
Shared Cost となり、コストダウンにつながる。そして、開発に参画する企業は、それぞ
れの Unique Innovation を実現のためにより一層、この部分に開発コストを割り当てるこ
とが可能になる。重要技術でありながら、それ自体では Value を産み出しにくいからこそ、
オープンソースソフトウエアを利用した開発方法の優位性を説いたという4。 

















                                                   










や Mozilla といった様々なアプリケーションにまで広がりをみせた。 
 チェスブロウ（2007）によると、IBM は、商業的に有効な OS の開発、維持に必要だっ
























                                                   
5 GNU プロジェクトのリチャード・ストールマンは自身が提唱するフリーソフトウェと























 現在では、有償、無償問わず、様々な IP コアが流通しており、ASIC での利用だけでな
く、FPGA での利用も可能であることから、一般ユーザが必要な機能を自ら組み合わせて




表 ４.３ IPコアの種類と特徴 
  ソフトマクロ ファームマクロ ハードマクロ 
設計抽象性 レジスタレベル ゲートレベル シリコンレベル 
フォーマット RTL ネットリスト マスクパターン 
再利用性 非常に高い 高い 高い 
プロセスの依存性 低い 中程度 高い 
安定性：検証済の度合い ? ? 高い 
設計の自由度 高い 中程度 低い 
中身の隠匿度 低い 中程度 高い 
性能（速度）：最適化度 低速 中程度 高速 
（出所）平嶋竜太，「システム LSI の保護法制」，信山社，1998、山本靖，「設計開発におけ
る設計負荷とその低減」，早稲田大学大学院博士論文，2006、菊池正典監修，「図解でわか
る半導体とシステム LSI」，日本実業出版社，2006 を元に筆者作成 
 











論理合成ツール（Synopsys 社の Design Compiler 等）を用いて、RTL 記述からネット
リストを合成する。 
d) レイアウト設計 






図 ４.４ LSIデザインフロー 
（出所）Samir Palnitkar ，「Verilog HDL : a guide to digital design and synthesis」，
Prentice Hall，2003，p.5，Figure1-1 に加筆 
 








b) IP コアビジネス 
 IP コアの開発、ライセンスビジネスを主力にしている企業も増えているが、その代表格







さらに、1990 年代以降、ファブレスとファウンドリというビジネスモデルや EDA 専業
メーカが出現することで、 CPU、インタフェース、メモリなどを外部から調達して組み込
むというビジネスも一般的になってきた。 




 西嶋（2006）によると、ARM 社は、Acom 社の半導体部門が独立したものであるが、
MIPS、SPARC、PowerPC といった CPU が高性能を求めるのに対し、性能競争で太刀打
ちできないと判断し、低消費電力というメリットを打ち出した RISC プロセッサの開発の道
を選択したという。その後、PDA やモバイル端末用途が低消費電力を求めるという追い風
もあり、Acom 社からの独立の際に、IP ライセンスビジネスを選んだとされる。 
 今や、モバイル端末の CPU はさまざまなメーカのものが採用されているが、その多くが
ARM コアを組み込んでいる。開発コストの削減、リードタイムの短縮という面だけでなく、
ARM コアを組み込んだ CPU を採用することによって、ソフトウェア自身も他者のものを
流用できるという、ハードウェア、ソフトウェア両面の外部調達が可能になった。 
 
c) IP コアの外部調達による ASIC の開発事例 
 筆者らは、1999 年に JPEG の圧縮／伸長機能をもつ IP コアを他社から購入し、メモリ













本格的にこの JPEG プロセッサを利用するためには、JPEG IP コアを利用したチップ開発
をする必要があった。 
また、JPEG IP コアの評価ボード開発を通じ、この IP コアの性能を活かしたシステム開
発を模索していたため、この IP コアを購入することとなった。 







利用される機会がなかったが、IP コアの導入により、ASIC の開発期間は、約 9 ヶ月で済
んだ。 
 








LSI を用意するために IP を外部調達した。さらに、外部調達した IP を LSI にするための
技術も価値を生むことも一連の作業を通じてわかった。 
 




表 ４.４ 利用可能な外部リソースの類型 







○ ○ ○ 
動作プラット 
フォーム 
依存度：高 依存度：高 依存度：低い 
開発ツールの 
多様性 






















PC-UNIX は、Windows が稼働する大半の PC-AT 互換ハードウェアプラットフォームで稼















































































図 ４.９ システムの価値階層（組み込み Linuxを利用した機器を例に） 
（出所）筆者作成 
 
 IP コアを外部調達したシステムの例では、JPEG プロセッサを採用したシステムとして、
アミューズメント用途の画像再生ユニットを低コストで開発することが目的であり、部品
の一つとして、自社設計の LSI を採用することが検討されたという経緯がある。LSI を開
                                                   
6 TRON プロジェクトが策定・維持している組み込みシステム向けのリアルタイム OSの
仕様である。 
 










めに IP を外部調達したにすぎない。 
 IP を外部調達するよりも自社で開発するメリットがある場合を考えてみると、IP そのも
のを流通させたい、IP を再利用する計画がある、といった状況ではないだろうか。IP を流
通させるということは、IP コアビジネスを行うことであり、また、IP の再利用をするとい
うことは、開発した IP を様々な LSI に組み込むということであり、LSI ベンダーもしくは
ファブレスビジネスを行うということになる。 
 アミューズメント用途に向いたシステムを提供し、ユーザに利用してもらうことが製品







図 ４.１０ システムの価値階層（IPコアを外部調達した LSIを搭載したユニットの場合） 
（出所）筆者作成 
 
























 標準化技術を利用する部分に IP コアを利用（I/F やメモリ） 
 デファクトスタンダード部分に IP コアを利用（ARM コア） 




































































































５.１  株式会社ロジック・リサーチ8 
 










機メーカの通信部門を担う子会社 QM 社との関わりが多くなってきた。ASIC にする作業を






発を依頼され、依頼元のツールを利用して、ISA ボードに載せる LSI の設計をしたことで、
起業への意欲が高まった。 






                                                   
8 株式会社ロジック・リサーチ 代表取締役 土屋忠明氏に 2013 年 11 月 25 日に対面でのヒ
アリングにご協力いただいた。 
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1992 年 12 月に知人から休眠状態にあった会社を譲り受ける形で、(有)エッチー・イーを




受託設計ビジネスの拡大9を図っていくことで、1997 年に株式会社化し、2000 年 3 月期
























現在の製品の主力は FA 分野の LSI であるという。FA 分野の製品の場合、ライフサイク
ルが長い、数量が大量でない、作り置きができる等々の特徴がある。そのため、計画的な
生産が可能であり、ファンドリの工程の空いたタイミングで製造してもらうことが可能で
                                                   
9伊東(2008)によると、「受託設計は、設計効率化のため、HDL を使用する設計手法に特化


















５.２  Lunascape株式会社10 
 













Lunascape を 2001 年 8 月にインターネット上で公開したところ、ソフトウェア・ライ
ブラリ「窓の杜」に取り上げられてからは爆発的にダウンロード数が増え、公開から数ヶ








に採択され、その後、2004 年 8 月に Lunascape 社を設立した。 
 
b) 受託開発ビジネスとライセンスビジネス 
創業直後の Lunascape 社は、Lunascape 開発と並行して、受託ビジネスとして他の企業
向けにウェブブラウザを開発して提供し、開発費用を獲得することとした。 
しかしながら、受託開発は単発のビジネスになりやすいこと、受託開発のための人員が
                                                   
10 元 Lunascape 株式会社 開発エンジニア 大久保力氏に 2013 年 11 月 1 日に対面でのヒ
アリングにご協力いただいた。大久保氏は 2005 年 4 月から 2008 年 8 月まで在籍し、会社
創業初期の開発メンバとして、ルナスケープのビジネス展開の礎を築いた一人である。 
11 http://www.forest.impress.co.jp/article/2005/09/22/lunascape_interview.html（2013 年


















まず、トヨタ自動車の「マーク X」用に向けたカスタマイズをし、2005 年 8 月 19 日か
らトヨタ自動車のサイトで無償提供された12。このブラウザは、マーク X のマーケティング
専用ブラウザ「X-Browser」として、Lunascape をベースにマーク X の写真をスキンのデ
ザインに採用し、マーク X 関連の公式サイトやキャンペーン情報などを「お気に入り」に




ら、ブラウザのデザインが変えられること、RSS リーダ機能があるという 2 点を重視して
いたという13。また、Lunascape 社がトヨタ自動車への営業活動として売り込みをした際に、
担当者が Lunascape 自身を知っていたということも採用の重要な要因であったともいえる。 




して、また、それらの情報を自由に行き来できる(Topics view and ramble)という意味を込
                                                   
12 日経産業新聞 2005 年 8 月 19 日付け 13 面記事より 
13 http://www.venture.nict.go.jp/contents/node_2673/Lunascape/node_36275（2013 年 12
月 1 日閲覧） 









ソコンに Microsoft 以外のブラウザを搭載するのは、1998 年 2 月以来であり、国産ブラウ
ザが搭載されるのは珍しいとされた16。 























ウェブブラウザのトップシェアは Internet Explorer、Mozilla Firefox、Google Chrome
であるが、いずれもレンダリング・エンジンは独自のものを採用している。ブラウザの評
価基準として、HTML の再現性と描画速度が高い割合を占めており、高い基準を満たすた
                                                   
15 http://www.itmedia.co.jp/news/articles/0607/20/news112.html（2013年12月1日閲覧） 
16 日本経済新聞 2006 年 9 月 20 日付け朝刊 15 面より 
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めには、独自エンジンを開発するのが近道である。しかし、Lunascape は Internet Explorer
のレンダリング・エンジンを組み込んでおり、また、切り替えにより、Mozilla Firefox や


















                                                   
17 http://www.forest.impress.co.jp/article/2005/09/22/lunascape_interview.html（2013 年
12 月 1 日閲覧） 
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５.３  事例の考察 




















６.１  株式会社応用技術総合研究所18 
 













図 ６.１ 開発受託型ビジネスの定義 
（出所）筆者作成 
 
                                                   
18 元株式会社応用技術総合研究所 代表取締役 鈴木聡氏ならびに阿部真由美氏に 2013 年







1980 年代後半に LSI の機能検証と拡販を目的とした評価ボードの開発は、創業者らが通
















のが動機であった。LSI の応用範囲は年々拡大し、それに応じて各社は LSI の品種を増や









ら S 氏はもともと、企業での経験をある程度積んだ時点で独立したいと考えていた。 
このころ、F 社の先輩である TK 氏、同僚である W 氏が ASIC の開発をするために先に
退職しており、起業の仲間を求めていた。そこに F 社の半導体事業部でマイコンソフトの
開発を担当していた同僚の TN 氏も合流し、実際の開業の 1 年前から 4 人で創業資金を集
 70 
め、起業に至ったのが、1991 年 10 月のことであった。 







表 ６.１ 起業から成長期に至る主な出来事 
時期(年) 出来事 備考 












向け、NEC PC-98 向けのボードを開発 
1995～ 
2001 








の PC 用ボードを開発 

































接取引ができるようになったのが、創業から 3 年を過ぎた頃であった。 
 
図 ６.２ ベクトル演算アクセラレータボードの新聞掲載記事 
（出所）1992 年 12 月 2 日付け 日経産業新聞 26 面より 
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S 氏、W 氏ともに F 社の半導体部門のエンジニアであったことから、F 社のニーズを充
分に理解できたこと、それだけでなく、拡販のための提案もしていき、開発するボードの
仕様をより良くするための F 社との協業ができたことがあげられる。 
また、評価ボードの開発は、LSI のデータシートが出来上がる前のドラフト的なドキュメ












表 ６.２ 拡大期の主な出来事 
時期(年) 出来事 備考 
1999～ 
 


































F 社製組込み RISC プロセッサ FR-V のアプリ
ケーションとして LSI の提供を受け、PCI ボー
ド、スタンドアローンボードを開発 







C 社へ紹介される（DK 社は F 社 FR-V のユー
ザ企業） 









ーカ P 社の通信系研究部門、産業機器メーカ Y 社の案件を受注することができた。 


















このシステムに K 社の承諾をとり、JPEG IP コア評価ボードの設計資産を流用すること
となった。K 社にとっては、JPEG IP コアのアプリケーションとして有用な事例であるこ






LSI の評価ボード開発のみならず、大手二輪車メーカ Y 社の開発案件、IP コア評価ボー
ドの開発を評価され、K 社のエンジニアリング子会社が開発する案件への参加をし、セッ
ト開発の案件にも取り組んでいった。 
Y 社との取引は、S 氏の知り合いの仲介で、当時、Y 社の開発部門のエンジニアとの接点
ができ、技術コンサルとして、DCモータをACモータに変えるための技術的なアドバイス、
高密度部品実装の調査のための製品分解評価などに携わり、その後、Y 社が開発した電動ア
シスト自転車のバッテリ評価システムの開発を 1996 年頃から担うことになる。 
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Y 社にとって、航続距離を伸ばすことが命題であり、バッテリ評価は不可欠であったため、




Y 社では、当時、PC-9801 シリーズの PC と汎用ボード上に制御ソフトウェアを載せ、
手作りのハードウェアを組み合わせたシステムを利用していたが、PC 環境は Windows に
置き換えたい、細かな制御をしたい、測定データの解像度を高めたい、等の要望を叶える





































表 ６.３ ビデオキャプチャボードの新聞掲載記事 


















表 ６.４ 衰退期における主な出来事 
時期(年) 出来事 備考 



































企業に向けた無線 LAN によるビデオ画像の転送システムの試作といった案件は、LSI の評
価ボードとは異なり、エンドユーザ利用環境を把握することができ、自社の技術が世の中
でどのように貢献しているかを知る良い機会になった。 
また、F 社の案件減少と時期的には重なるが、大手電子部品商社 TME 社の開発案件が開
始した。長らく取引のあった部品商社の紹介で TME 社の技術担当と知り合い、意気投合し





























































































































1950 年代前半までは、多くの配線板製造メーカは、発注元企業 1 社からの取引が中心で











 このような業界が成長過程にあった、1974 年に個人事業として創業し、1979 年に有限会
社として設立された。1982 年には CAD/CAM システムを導入し、CAD による設計を本格
                                                   
20 マスターエレクトロニクス株式会社 代表取締役 椿真吾氏に 2013年 12月 6日に電話で
のヒアリングにご協力いただいた。 
21 電子回路業界については、一般社団法人日本電子回路工業会事務局次長 藤原智晴氏には



































































































































































































































































































同様に、半導体の IP を提供する IP ベンダを考えてみるとシステム階層の中では、最下
層にあたるものの IPの開発と提供に注力できることから自社の競争優位性が最も高い領域
として位置付けられる。 
実際、モバイル向けプロセッサの大半に組み込まれている ARM 社の IP を考えるとチッ
プベンダやセットメーカからみたときにはシステム階層の中では下位階層に位置付けられ
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